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松江市市民活動センター指定管理者募集要項 

（令和 7 年度公募用） 

 

 本募集要項により、以下のとおり松江市市民活動センターの指定管理者を募集します。 

 

１ 施設の概要                                                                                                   

(1) 施設の名称   松江市市民活動センター（通称：STIC） 

(2) 所 在 地   松江市白瀉本町 43 番地 

(3) 開 設 時 期    平成 18 年 4 月（建築年月：平成 3 年 10 月） 

(4) 規 模   敷地面積 2,272.92 ㎡ 

建築面積 1,784.28 ㎡ 

延床面積 9,121.74 ㎡ 

(5) 構 造   鉄骨（S）造 地上 6 階 

(6) 施 設 内 容  

6階 事務室（青少年支援室）・学習室・プレイルーム 

5階 
交流ホール・501研修室・502研修室・503研修室・504講義室・505研修室・

506研修室・ものづくりスタジオ 

4階 

401研修室・402研修室・和室 1・和室 2・和室 3 

菓子づくりホール・事務室（放送大学、島根県菓子工業組合・松江菓子組

合）・放送大学第 2講義室 

3階 

事務室(人権男女共同参画課・男女共同参画センター・相談室・一般社団

法人しまね性暴力被害者支援センターさひめ)・放送大学第 1 講義室・市

民活動談話スペース・レンタルブース・オフィススペース・会議室・学習ス

ペース 

2階 
事務室（受付）・おもちゃの広場・201研修室・202研修室・ギャラリース

ペース・作業室・貸しロッカー・学習コーナー 

1階 展示ブース・市民交流広場・カフェ・蕎麦店・音楽スタジオ 

駐車場 

市営白潟駐車場 65 台分 

※ 太字の施設は松江市市民活動センター設置及び管理に関する条例（平成 17 年

松江市条例第 465 号。以下「条例」という。）に基づき指定管理者が利用の許可

を行って利用に供する施設です。 

※網掛けの施設(廊下・階段等の共用部分を含む。)は指定管理者を含む使用者が地

方自治法(昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」という。)第 238 条の 4 第 7 項に

基づき個別に行政財産の使用許可を受けて使用できる施設です。 

※施設内容については、別紙図面を参照ください。 
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(7) 設 置 目 的  暮らしやすいまちを実現するため、市民が自主的に行う活動（以下「市

民活動」という。）を推進すること。 

 

２ 指定期間 

令和 8 年 4 月 1 日から令和 13 年 3 月 31 日まで（5 年間） 

ただし、法第 244 条の 2 第 11 項の規定に基づき、当該公の施設の管理の適正を期す

るために市が行う指示に指定管理者が従わない場合、その他当該指定管理者による

管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消し、又は期間を定

めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずる場合があります。 

 

３ 問合せ先 

住  所 〒690-8540 松江市末次町 86 番地 

担当部局 松江市市民部市民生活相談課 

電話番号 0852−55−5169 

FAX 番号 0852−55−5544 

電子メール shikatsu@city.matsue.lg.jp 

 

４ 募集日程 

(1) 申請書の提出期間 令和 7 年 6 月 24 日（火）～8 月 12 日（火） 

(2) 仕様書等の配布期間 令和 7 年 6 月 24 日（火）～8 月 12 日（火） 

(3) 現 地 説 明 会 令和 7 年 7 月 3 日（木） 

(4) 質問事項の受付 令和 7 年 6 月 24 日（火）～ 7 月 29 日（火） 

(5) 選 定 審 議 会 令和 7 年 8 月～10 月（正式な日程は別途連絡します。） 

(6) 指定管理者候補者の選定 選定審議会後 2 週間程度 

(7) 申請の資格等 令和 7 年 11 月上旬（新たに法人等を設立する場合） 

(8) 指定管理者の指定 令和 7 年 11 月議会（予定） 

 

５ 業務の範囲 

   業務の範囲、管理の基準等は別紙仕様書のとおり 

 

６ 指定管理業務に関する経費等 

  松江市市民活動センターの管理経費は、利用料金収入（法第 244 条の 2 第 8 項に規

定する利用料金制度を採用）及び指定管理料で賄うこととします。 

(1) 松江市は、松江市市民活動センターの管理に必要な経費として、一定額の指定管理料

を毎年度予算の範囲内で支払います。この指定管理料の金額については、収支予算書

の提出によって申請者からの提案を受けます。ただし、年間指定管理料は下記の支出

見込額から収入見込額を差し引いた額を上限とします。指定管理者に決定した場合、
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提出された収支予算書の提案額及び年度ごとに提出される年度事業計画書に基づき松

江市と指定管理者との間で締結する協定書で定めた額を支払うものとします。また、

指定管理料は分割支払とすることとし、分割方法や支払時期についても協定書で定め

ます。 

支出見込額 90,357 千円 

（内訳） 

項 目 内  容 金額（千円） 

人件費 職員及び臨時職員賃金、保険料等 29,586 

事務費 消耗品費、印刷製本費、通信運搬費等 2,245 

光熱水費 電気、ガス、上下水道料金 16,929 

維持管理費 

施設消耗品費、設備管理費、清掃費、消防設備費、防火

シャッター点検費、電気設備費、設備巡視点検費、機器

保守点検費等 

36,923 

修繕費 小規模修繕費（1 件につき 60 万円未満） 1,716 

事務管理費 支払消費税 2,958 

計  90,357 

 

収入見込額 21,204 千円 

（内訳） 

項 目 内  容 金額（千円） 

利用料金 施設の利用料 14,750 

駐車場利用料 駐車場利用料 3,015 

負担金 
テナントの光熱水費 

共通経費（行政財産使用許可を行う団体分） 

2,727 

712 

計  21,204 

 

年間指定管理料 69,153 千円（消費税及び地方消費税を含みます。） 

 

 （市利用、指定団体及び指定団体に加入する団体減免分の施設利用料補填（以下「減免

分の施設利用料補填という。」17,157 千円含む） 

 

 (2) 松江市は指定管理料として協定書で定めた金額を、協定書で定めた分割方法及び支払

時期により、指定管理者の請求に基づいて支払います。 

(3) 松江市が指定管理者に支払う指定管理料のうち、「修繕費」「減免分の施設利用料の補

填」は年度末に精算します。修繕費の精算は、原則として松江市が(1)で提示した修繕

費の額に対する不用額の精算とし、不足額の精算は行いません。減免分の施設利用料
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補填の精算は、原則として松江市が(1)で提示した減免分の施設利用料補填の額に対す

る精算とし、減免実績額が減免分の施設利用料補填の額の 110％を超えた場合は、年度

末に不足額を精算します。なお、減免実績額が減免分の施設利用料補填の額に満たな

い場合の精算は行いません。 

(4) 指定期間中、「人件費」の積算基準額を松江市が改定した場合は、松江市と指定管理

者との協議の上、指定管理料を改定します。 

(5) 指定期間中、関係法令等の改正に伴って収入及び支出が増減する場合は、松江市と指

定管理者との協議により指定管理料を改定します。 

  また、松江市が条例及び規則で定める利用料金の基準額を改定した場合においても、

両者協議の上、指定管理料を改定します。 

(6) 上記(1)により提出された収支予算書の指定管理料提案額が、年間指定管理料を下回っ

ている場合、上記(4)～(5)による増加額又は減少額は次の算定式により算出するものと

します。 

   (A) 上記(4)～(5)により算出される指定管理料 

   (B) 年間指定管理料（上限額） 

   (C) 提出された収支予算書の指定管理料提案額 

    【算定式】[(A)－(B)]×(C)÷(B) 

(7) 指定管理者は、自主事業により収入を得た場合、その収入を自らに帰属させることが

できます。なお、自主事業の実施にはあらかじめ松江市との協議が必要です。また、

自主事業を実施する場合には、条例・規則等に規定する施設の利用料金等を支払う必

要があります。 

 

７ 施設利用及び収支等の状況（利用者数、決算その他運営状況） 

  別紙１のとおり 

 

８ 申請の資格等 

この募集要項により申請をしようとする団体は、以下の資格要件の全てを満たしてい

る必要があります。 

(1) 団体であること 。（法人格の有無は問わない。） 

(2) 松江市内に営業所等を置く又は置こうとするものであること。 

(3) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 に規定するものに該当し

ないものであること。 

(4) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）等の

規定に基づき更生又は再生手続をしていないものであること。 

(5) 松江市が行う建設工事等の請負又は物品の製造の請負、売買等の指名競争入札につい

て指名保留又は指名停止措置を受けていないものであること。 

(6) 松江市税、消費税及び地方消費税について滞納がないものであること。ただし、申請
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時点で松江市内に営業所等を置かない団体については、申請者の所在する市町村民税

について滞納がないものであること。 

(7) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）

第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員

を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から 5 年を経過しない者の統制の下

にない団体であること。 

(8) 指定管理者の責に帰すべき事由により、2 年以内に本市又は他の地方公共団体から指

定の取消しを受けたものでないこと。 

(9) 労働基準法等の労働関係法令の違反により公訴、送検又は命令等の行政処分（是正勧

告等の行政指導を除く。）を 2年以内に受けていないこと。 

(10) 自らが主体となって指定管理業務を行う予定であること。 

 ※「５ 業務の範囲」に掲げる指定管理者の業務の全てを他の者に委託してはならな

い。 

  ※主体となって指定管理業務を行う予定のない持株会社（私的独占の禁止及び公正

取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号）第 9条第 4項第 1号に規定する

ものをいう。）、組合（民法（明治 29年法律第 89号）第 667条に規定するものを

いう。）、有限責任事業組合（有限責任事業組合契約に関する法律（平成 17 年法

律第 40 号）第 2 条に規定するものをいう。）及びこれらに類するものが申請しよ

うとする場合には、主体となって指定管理業務を行う予定の子会社又は組合契約の

当事者等とグループを構成すること。 

(11) 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）に係る対応が適切に行えるもの

であること。 

（留意事項） 

※ 複数の法人等で構成される団体（以下「グループ」という。）で申請される場合は

以下の点に留意してください。 

 〇グループの構成団体は、いずれの団体も、上記の資格要件の全てを満たしている

必要があります。ただし(11)については、グループとして適切な対応が行える場合は、

その限りではありません。 

○グループの適切な名称を設定し、代表となる法人等を選定してください。なお、

申請後の代表団体及び構成団体の変更は原則として認めません。 

○グループの概要が分かる書類（グループの名称及び代表団体、構成団体の名称、

所在地、連絡先、業務及びリスク分担内容、グループに係る協定書等）を添付し

てください。 

   ○当該グループの構成団体は、別のグループの構成団体となる又は単独で申請する

ことはできません。 

   ○指定管理者指定申請書（様式第 1 号）、松江市市民活動センターの管理運営に関す

る事業計画書（別添 1）、及び収支予算書（別添 2）以外の添付書類については、
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構成団体ごとに提出してください。 

※ 松江市市民活動センターの管理のために新たに法人等を設立する場合には、その法

人等の予定名称で、法人等設立予定の任意団体として申請してください。なお、こ

の場合 11 月上旬までに、登記事項証明書又は法務局登記官の受領書を提出してくだ

さい。 

  ※ グループに係る協定書等については、申請時は未締結であっても差し支えありませ

んが、指定管理者の候補者となった場合には締結済の協定書等の提出を求めます。 

 

９ 申請の手続 

この要項により指定管理者の指定を受けようとするものは、次に掲げる書類を提出期

間内に提出してください。 

(1) 指定管理者指定申請書（様式第 1 号） 

(2) 松江市市民活動センターの管理運営に関する事業計画書（別添 1） 

本要項の別紙 2（指定管理者選定審査基準）に記載している「具体的な審査項目」に

ついては、事業計画書にもれなく記載してください。また、松江市市民活動センター

及び周辺地域の活性化につながる賑わい創出のための自主事業について、必ず提案し

てください。 

(3) 松江市市民活動センターの管理運営に関する収支予算書（別添 2） 

① 指定期間各年度分及び指定期間を通じての収支予算書を作成してください。 

② 修繕費については、「６ 指定管理業務に関する経費等」の(1)で提示した修繕費の

額とし、その額を記載してください。 

③ 消費税及び地方消費税の税率は、この申請においては指定期間の全てにわたって現

行の 10％で計算してください。（経過措置、軽減税率に該当するものは該当する税率

で計算すること。） 

④自主事業に関する収支予算書を別個に作成し、提出してください。（松江市市民活動

センター及び周辺地域の活性化につながる賑わい創出のための自主事業の収支予算

書は作成必須とします。） 

（4）団体の概要書類 

① 定款又は寄付行為（法人以外の団体にあっては会則等） 

② 役員の名簿及び履歴書（役員の氏名、フリガナ、住所、生年月日を記載し、職歴

がわかる程度のもの） 

③ 当該団体の概要、過去 3 年間の事業報告書、収支計算書、貸借対照表、財産目録

又はこれらに準ずる書類（新規設立団体の場合は不要） 

④ 申請書を提出する日の属する事業年度における団体に関する事業計画書及び収支

予算書 

（5）その他証明等書類 

① 法人の登記事項証明書 



 

7 

② 松江市税について、滞納（納期限が到来していないものを除く。）がない旨の証明     

 書 

※法人に係る証明書発行の申請の際には、法人名の委任状が必要となりますので事 

前にホームページ等でご確認ください。 

③ 消費税及び地方消費税について、滞納（納期限が到来していないものを除く。）が 

ない旨の証明書 

④ 申請の資格を満たしている旨の誓約書（別添 3） 

（6）提出部数 

① 上記（1）～（4）の書類； 電子データ（PDF）及び紙媒体 5 部 

② 上記（5）の書類； 正本 1 部及び電子データ（PDF） 

※原本が紙の書類についてもスキャナー（300dpi）で電子化して添付すること。 

（7）提出場所 

  「３ 問合せ先」に記載する場所 

（8）提出方法 

持参、郵送又は電子申請 

※電子申請の場合も上記(6）のうち①紙媒体 5 部②正本 1 部を持参又は郵送で提出が

必要です。 

(9) 提出期間 

令和 7 年 6 月 24 日（火）～8 月 12 日（火）午後 5 時 15 分まで。持参の場合は、土・

日曜日・休日は除きます。また、郵送の場合は書留とし、同時刻までの必着とします。 

(10) 申請に当たっての留意事項 

① 提出された書類は、返却しません。 

② 提出された書類の内容を変更することはできません（軽微な修正は除きます。）。 

③ 申請書類の記載内容の誤り、漏れ等により、書類提出後に資料追加を求める場合が

あります。この場合の提出資料は原則参考として扱い、申請書類の修正としては扱

いません。 

④ 申請に係る経費は、すべて申請者の負担とします。 

⑤ 提出された書類は情報公開の請求により開示することがあります。 

⑥ 提出された書類の一部については申請の資格を確認するための資料として関係機

関に提供する場合があります。 

⑦ 紙媒体の申請書類に過大なファイル等の表紙を用いないこと。製本する場合は、ホ

ッチキス、綴り紐などを用いできる限り簡素にすること。 

 

１０ 仕様書等の配布 

＜松江市ホームページ－産業・ビジネス－指定管理者制度－指定管理者公募のお知

らせ＞からダウンロードしてください。 

（松江市ホームページ https://www.city.matsue.lg.jp/） 



 

8 

 

１１ 現地説明会 

現地説明会は次のとおり開催します。 

(1) 開催日時 令和 7 年 7 月 3 日（木）午前 10 時から午前 12 時まで 

(2) 開催場所 松江市市民活動センター 5 階 503 研修室 

※ 現地説明会への参加を希望される団体は、7 月 1 日（火）正午までに「３ 問合せ先」

まで、参加希望を電話でお伝えください。 

  ※ 現地説明会には、本募集要項及び仕様書を持参してください。 

 

１２ 質問事項の受付 

募集要項及び仕様書の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

(1) 受付期間 令和 7 年 6 月 24 日（火）から 7 月 29 日（火）まで 

(2) 受付方法 質問票（別添 4）に記入の上、FAX 又は電子メールで提出してください。 

  ※ 質問及び回答については、松江市のホームページ上でその概要を公表します。 

 

１３ 指定管理者の候補者の選定の基準 

(1) 審査方法 

指定管理者の候補者の選定に当たっては、松江市公の施設に係る指定管理者の指定

手続き等に関する条例（平成 17 年松江市条例第 396 号）第 14 条の規定に基づき設置

された「松江市公の施設指定管理者選定審議会」において、下記の点を基準とし面接

審査などにより総合的に評価して選考します。（審査基準の詳細は別紙 2 に記載） 

① 当該施設の運営において住民の平等な利用が確保されること。 

② 当該施設の効果を最大限に発揮するとともに効率的な管理が図られること。 

③ 当該施設の管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有すること。 

④ 前 3 号に掲げるもののほか、市長等が当該施設の性質等に応じて別に定める基 

準。 

⑤ 別紙 2（指定管理者選定審査基準）の配点合計点（加点項目を除く。）の 60%（147

点）を最低基準点とします。申請者が最低基準点に満たない場合、選定審議会の

総合的な判断を踏まえ、指定管理者の候補として、適格者としない場合がありま

す。 

(2) 審査の内容 

① 応募の書類の確認 

団体からの提出書類について市民生活相談課で確認します。申請資格を満たして

いない場合は失格となります。また、申請書類の提出漏れがある場合、提案内容が

仕様書の内容を満たしていない場合等により、適正な選定審議が困難であると市が

判断した場合も失格となります。失格の場合、選定審議会において面接審査の対象

とせず、指定管理者の候補者に選定しません。 
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② 選定審議会 

選定審議会では、提出された申請書類によるプレゼンテーション（1 団体 20 分）

を行っていただきます。追加資料の提出は認めません。 

提案内容について総合的に審査し、指定管理者の候補者を選定します。 

③ 審査結果の通知 

審査の結果は、応募団体に郵送で通知します。 

  ④ 選定結果の公表 

    選定審議会の選定結果については、指定議案の公表時に、次の項目を公表します。 

    ア 指定管理者候補者名及び所在地 

    イ 申請団体名 

    ウ 選定審議会における各団体の評価点数（審査項目ごとの配点及び評価点数を

含む） 

 

１４ 指定管理者の指定及び協定 

上記により選定した団体を指定管理者の候補者として、令和 7 年 11 月定例松江市議会

に提案し（予定）、議決されれば指定管理者として指定します。 

※ 指定管理者の指定は、法に基づく「行政処分」であり、同法に規定する「入札」で

はありません。 

議会の議決により指定管理者に指定されると、松江市公の施設に係る指定管理者の指

定手続きに関する条例に基づき当該施設の管理及び運営に関する詳細事項について協定

を締結しなければなりません。 

指定管理者の候補者に選定された団体は、「正当な理由」なく、協定の締結を拒むこと、

又は指定を辞退することはできません。 

また、指定管理者の候補者として選定されてから議会で議決されるまでの間、又は議

決されてから指定期間開始までの間に「８ 申請の資格等」に記載する申請の資格を満

たさなくなる等、指定管理者として施設を管理することが適当でない事象が発生した場

合には、指定管理者の候補者としての選定又は指定管理者の指定を取り消す場合があり

ます。なお、取消しの際に指定管理者（の候補者）に損害が生じても、松江市はその賠

償の責めは負いません。 

 

１５ 指標の設定 

(1) 公の施設の目的を効果的に達成するため、指定管理者が取り組む活動の指標を下記の

とおり設定します。指定管理者は、この指標において自ら目標数値を設定し、達成で

きるような事業計画を作成した上で、活動を行ってください。 
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指標分類 指標 数値 

インプット指標 ・配置職員数 ・11 人 

アウトプット指標 

・年間施設利用料金 ・目標 14,750 千円以上 

・年間利用者数 ・目標 66,000 人以上 

アウトカム指標 

・NPO 等の市民活動団体

主催もしくは共催で実施

した事業の件数 

・年間 2 件以上 

 ※ 「アウトプット指標」は指定管理者が行う活動そのものの結果、「アウトカム指標」

は活動によって市民等にもたらした成果・価値（施設の設置目的にどれだけ貢献し

たか、市民等にどのような影響をもたらしたか）を示します。 

(2) 松江市は、指定管理者から提出される年間事業報告書及び月別事業報告書等により、

指標の達成状況等を確認します。 

 

１６ 指定管理者の業務実施に関する評価 

指定管理者の活動状況については、毎年度、設定した指標等に基づいて評価を行い、

その結果を松江市のホームページ等で公表します。 

 

１７ 調査等及び監査 

松江市は、指定管理者の管理する施設の適正を期すため、必要があると認めるときは、

指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地に調査し、

又は必要な指示をすることができます。指定管理者がこれに従わない場合、松江市は指

定管理者の指定を取り消すことができます。 

また、監査委員等が松江市の事務を監査するのに必要があると認める場合、指定管理

者に対して出頭を求め、実地に調査し、又は帳簿書類その他の記録の提出を求められる

場合があります。 

 

１８ 指定期間満了以前の指定の取消し 

(1) 松江市は指定管理者が「１７ 調査等及び監査」の指示に従わないとき、法令及び条

例に重大な違反をしたとき、その他指定管理者の責任に帰すべき理由により指定管理

者による管理を継続することができないと認めるときは、その指定を取り消し、又は

期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命じることができます。 

(2) 上記(1)により指定管理者の指定が取り消され、又は業務停止となった場合、指定管理

者に損害が生じても、松江市はその賠償の責めは負いません。 

(3) 指定管理者から指定の取消しの申出があった場合には、取消しの可否、損害賠償等必

要な事項について双方で協議して対応を定めます。
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別紙 1-1 

 

＜収支状況及び施設利用の状況＞ 

【過去 5 ヵ年度の収支状況】                     （単位：千円） 

項目 R2 R3 R4 R5 R6 備考 

指定管理料 70,739 69,186 69,836 68,500 68,500  

施設利用料 6,964 9,430 11,122 11,221 11,695 貸館・ブース・ロッカー利用料等 

負担金 
1,586 3,197 4,233 3,524 2,245 テナントの光熱水費 

2,166 1,690 711 679 747 テナントの共通経費 

駐車場利用料 2,083 2,773 2,990 3,172 2,883 附属駐車場利用料 

収入計 83,538 86,276 88,892 87,096 86,070  

人件費 38,951 46,867 47,739 48,873 50,720 R2 職員 25 人 

R3 職員 27 人 

R4 職員 32 人 

R5 職員 30 人 

R6 職員 33 人 

維持管理費 26,862 11,544 10,078 10,629 7,877 設備管理、総合清掃、自動扉保守、

機械警備、非常用自家発電保守、

電動式移動観覧席保守点検、防火

扉・防火シャッター点検・産廃処

理 等 

－ 2,521 2,521 2,521 2,521 エレベーター保守 

修繕費 1,792 1,500 1,517 1,760 1,870 小規模修繕費(1件につき 60万円

未満)  

光熱水費 15,422 17,794 23,753 21,395 16,929  

事務費 1,436 1,843 1,728 1,502 1,499 印刷通信費、事務用品費、通信運

搬費 

消耗品費 516 759 622 480 904  

租税公課 3,154 4,421 4,505 4,697 4,928  

支出計 88,133 87,249 92,463 91,857 87,248  

収支差引 △4,595 △973 △3,571 △4,761 △1,178  

   

※上記支出のうち「維持管理費」の主要な業務 

館内設備管理、清掃、夜間・休日管理、消防設備保守、空調設備保守、電気保安業務、 

非常用発電機保守、交流ホール電動稼動椅子保守、産廃処理 他 

エレベーター保守は平成 30 年度～令和 2 年度まで市が複数年契約により実施 
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別紙 1-2 

 

【部屋別利用者数の推移】              （単位：人） 

 R2 R3 R4 R5 R6 

５０１研修室 534 461 609 790 1,005 

５０２研修室 1,640 1,363 1,818 2,062 2,081 

５０３研修室 1,687 1,632 1,293 1,503 1,680 

５０４研修室 540 299 769 785 659 

５０５研修室 1,767 2,253 2,387 2,239 2,529 

５０６研修室 673 1,447 1,836 2,485 2,680 

交流ホール 7,164 10,313 12,842 12,921 12,521 

菓子づくりホール 1,374 1,765 1,959 1,958 2,243 

和室１ 300 135 247 172 168 

和室２ 159 100 192 132 123 

和室３ 515 602 474 628 494 

４０１研修室 2,291 3,159 3,701 3,620 3,569 

４０２研修室 1,442 1,826 1,719 2,096 2,131 

２０１研修室 438 1,441 2,313 2,933 3,504 

２０２研修室 332 1,679 2,174 3,035 3,652 

展示ブース 1,421 4,606 6,268 3,479 5,206 

市民交流広場 3,563 6,760 5,913 5,354 7,908 

計 25,840 39,841 46,514 46,192 52,153 

 

 

【利用者別利用件数の推移】              （単位：件） 

 R2 R3 R4 R5 R6 

市及び市教委の 

主催・共催 

773 

(36.9%) 

1,162 

(40.3%) 

1,234 

(38.3%) 

1,319 

(39.4%) 

1,217 

(37.0%) 

指定団体加入団体 
908 

(43.3%) 

1,107 

(38.4%) 

1,179 

(36.6%) 

1,134 

(33.9%) 

1,141 

(34.6%) 

一般 
416 

(19.8%) 

616 

(21.4%) 

807 

(25.1%) 

891 

(26.6%) 

935 

(28.4%) 

計 2,097 2,885 3,220 3,344 3,293 
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松江市市民活動センター指定管理者選定審査基準 

① 管理運営審査基準項目（最低基準点対象項目） 

審査基準 具体的な審査項目 配点内訳 

1 

住民の平等な利

用の確保に関し

て 

１－１ 平等な利用のために適切な方策がとられているか １０ 

2 

施設の効果の最

大限の発揮及び

施設の効率的な

管理に関すること 

２－１ 
事業計画の内容が施設の設置目的に沿ったものになって

いるか 
２０ 

２－２ 適切な数値目標が設定されているか １０ 

２－３ 
利用促進（自主事業を含む）のための計画が練られている

か 
２０ 

２－４ 
利用者等のニーズの把握や自らの管理運営状況をチェッ

クするモニタリング体制が優れているか 
１０ 

２－５ 

利用者のサービス向上につながる優れた提案となってい

るか 

（キャッシュレス決済や施設のインターネット予約等を含む） 

１５ 

２－６ 

収支計画は適切かつ実現可能であるか 

（過大な収入が見込まれている、必要な経費が支出に計上さ

れていないなど、不適切な点はないか） 

１５ 

３ 

施設の管理を安

定して行う物的

能力及び人的能

力に関すること 

３－１ 安定した運営ができる財務状況であるか １０ 

３－２ 

同類施設の運営実績があり、運営ノウハウを有しているか 

（業務委託を予定している場合、その委託の範囲は適正か。ま

た、施設の管理が適切に実施されるか） 

１０ 

３－３ 
事業計画を実施するための適正な組織・人員配置が練られて

いるか 
１０ 

３－４ 施設管理に必要な有資格者（経験者）等が確保されているか １０ 

３－５ 
業務従事者への研修等が十分に確保されているか 

（安全対策、個人情報保護等） 
１０ 

３－６ 
緊急時、災害時の対応策や利用者の安全が十分考えられて

おり、責任者や連絡体制が明確にされているか 
１０ 

３－７ 利用者からの苦情・要望への対応策は適切か １０ 

４ 
地域活性化への

貢献 

４－１ 
地元との連携や協働による事業展開など、具体的提案がなさ

れているか 
１０ 

４－２ 市民を雇用する計画があるか １０ 

別紙 2 
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５ その他 

５－１ 
関係法令、条例等を遵守するための責任体制が整えられてい

るか 
１０ 

５－２ 
職員の男女共同参画やワーク・ライフ・バランスの推進につい

て取組がなされているか 
５ 

５－３ 

障がい者雇用及び障がい者就労施設等からの物品等の調達

に対し配慮がなされているか 

（障がい者雇用については、法定雇用率を満たしているか） 

５ 

５－４ 環境に配慮した取組がなされているか ５ 

５－５ 
センター及び周辺地域の活性化につながる賑わい創出のた

めの自主事業の具体的な提案がなされているか。 
３０ 

    ２４５ 

 

② 経費縮減審査基準項目（加点項目）及び配点 

審査基準 具体的な審査項目 
配点 

内訳 

管理経費の縮減 指定管理料の上限額に対する経費縮減（上限額からの減額が大きいほど高

得点。ただし、加点上限は 20点とする） 

算式 配点×（上限額－提案額）／（上限額－審査基準額） 

※審査基準額は、公募の状況（新規、更新）によって設定します。 

※上限額、応募団体の提案額は、指定期間の平均額とします。 

※点数の算出に伴う小数点以下は切り捨てます。 

20 

 



別紙図面 【松江市市民活動センター施設内容】

・・・市行政執務室及び市所管施設（運営に関与しない施設） ・・・既に行政財産の使用許可を受けて使用している施設（運営に関与しない施設）

・・・指定管理者事務室等 ・・・条例に基づき指定管理者が利用の許可を行う施設

・・・行政財産の使用許可を受けて使用できる施設 ・・・共有スペース等

青少年自立
支援スペース

（ものづくりスタジオ）

倉庫

職員更衣室

人権男女共同参画課

MR-2
機械室

市民交流広場

音楽スタジオ（青少年自立支援スペース） 階段

出入口

２０１研修室

スペース

階段

多目
的トイ

レ

給湯室

物入

ギャラリー

控室（青）

階段

MR-1

吹　抜

機械室他

事務局 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾙｰﾑ寺子屋カフェ LAB Kitchen
店舗

松本蕎麦店
出入口

受付 市民活動センター

２０２研修室

店舗

ＥＶ 展示ブース④ ＥＶ

展示ブース⑤
ＥＶ 案内所 ＥＶ

倉庫

ガス室 階段 階段MR-2

団体ロッカー
スペース

授乳室
託児室

予備室

　物入 展示ブース⑥ 作業室

（おもちゃの広場・事務室）

階段 MR-１

１Ｆ
階段

荷解 搬入口

倉庫

給湯室

EV２ＦＥＶ

防災センター

子育て支援センター

男女共同参画
センター

さひめ

相談室

相談室 ４０１研修室 和室－１ 和室－２

和室待合い

放送大学講義室 菓子づくりホール 物入

吹　抜

会議室
ＥＶ ＥＶ

ＥＶ 吹　抜 ＥＶ

松江菓子協会事務所 階段
オフィススペース

MR-2 学習スペース 階段 市民活動談話 階段
スペース機械室

菓子工業組合 ４０２研修室 和室－３

放送大学
行政倉庫 物置

倉庫

レンタルブース

階段 階段

３Ｆ ４Ｆ
放送大学島根学習センター

MR-1

給湯室

EV

給湯室

物入

シャ
ワー
室

EV書庫

テラス研修室 倉庫
５０１ ５０２研修室 ５０３研修室 ５０４研修室 学習相談室 学習室 研修室

ＥＶ 機械室
青少年支援室

物入

機械室 支援室
事務局

５０５研修室
ＥＶ 吹　抜 吹　抜 青少年

発電機

暗室
５０６研修室

階段 階段 機械室 会議室

交流ホール
照明等操作スペース

交流ホール

階段 階段

物入
清掃員

５Ｆ ６Ｆ
電気室

倉庫・控室

給湯室

EV

MR-1

給湯室

EV

控室

交流ホール上部


